
交通バリアフリーにおける参加型計画の課題と展望 
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2000年11月に交通バリアフリー法が施行されたのを契機として、市町村が主体となった交通バリアフリー基本

構想づくりにおいては、市民・当事者参加の取組みが積極的に行われているところである。本研究は、これまで

の取組みを振り返り、そこでの現状と課題を体系的に整理・分析したうえで、今後の参加型計画を進めていくた

めの方向性について考察を行ったものである。 
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１．はじめに 

2000年 11月に交通バリアフリー法が施行され

て以降、市民・当事者参加のもとで交通バリアフ

リー基本構想が策定されてきた。法においては高

齢者・障がい者等当事者の意見を聞くことが明示

されてはいるものの、実際に参加を進めていくう

えで、その参加プロセスや手続き、具体的な参加

手法については明示されていない。このような中、

各市町村では、手探りで市民・当事者参加の取組

みが行われてきたといえる。本稿ではこれまでの

取組みの現状を踏まえて、参加型計画の今後の課

題と方向性を整理する。 

 

２．市民･当事者参加の現状と課題 

(1)市民･当事者参加の現状 

これまでの既往研究や実務事例例えば1)～6)により

市民・当事者参加の現状が報告されている。これ

らを踏まえると、現状は以下のように俯瞰される。 

①市民参加のレベルと段階 

・調査段階の意見収集レベルにとどまるケースが

多い。 

・構想・計画から設計・施工、維持管理までの継

続的な市民参加の取り組み事例は極めて少ない。 

②参加手法と参加者 

・委員会、ワークショップ（以降、ＷＳと略す）

方式が一般的となっている。7) 

・参加者の偏り、発言者の固定化等が懸念される。 

③市民の関心、ニーズ 

・ＷＳ等参加者以外の市民への情報提供、市民ニ

ーズの把握が不十分である。 

④組織、人材 

・行政の部局間及び事業者間連携が不十分である。 

・コーディネーター、ファシリテーター等の人材

が不足している。 

 

(2)今後の課題 

これらの現状を踏まえると、まず「市民参加の

レベルと段階」の現状からは、計画プロセスにお

ける参加のデザインとマネジメント、そして継続

的な参加の仕組みを構築していくことが課題とし

て認識される。これは「参加型計画のプロセス及

び制度」の課題として位置づけられる。 

次に、「参加手法と参加者」に関して、委員会

やワークショップへの参加者の代表性が問題であ

る一方、「市民の関心、ニーズ」という面では幅

広いニーズの把握と反映が課題となっており、こ

れらは「参加型計画における参加手法・計画技術」

の課題として位置づけられる。 

そして、「市民の関心、ニーズ」の現状からは、

市民への様々なメディアを通じた広報・周知、意
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識啓発という課題が認識される。これは「組織・

人材」に関するコミュニケーションや人材育成の

課題と合わせて、「情報戦略・教育」の課題とし

て位置づけられる。 

以降、これらの３つの課題について詳述する。 

1)市民・当事者参加のプロセス 

①計画プロセスにおける参加デザイン 

・計画策定プロセス、意思決定プロセスへの実質

的な市民・当事者参加を指向した参加デザイン

及びマネジメントが課題である。 

・市民・当事者の幅広い意見聴取を行う一方で、

特定課題について議論を深く掘り下げるような

参加デザインが重要である。様々な参加手法を

組み合わせたコミュニケーション・デザインを

模索していく必要がある。 

②継続的な参加の仕組みづくり 

・継続的な参加とＰＤＣＡサイクルによるスパイ

ラルアップが重要である。社会インフラのライ

フサイクルを見通し、継続的な参加の仕組みを

構築することが課題である。 

2)参加手法・計画技術 

③関係者（ステークホルダー）分析 

・委員会、ＷＳ等への参加者の代表性が問題であ

る。活発な議論と相互理解を深められるよう事

前の関係者分析が重要である。 

④市民・当事者ニーズの把握と反映 

・幅広いニーズの把握とそれにもとづく計画案作

成が課題である。一方で公共財としての社会経

済評価も必要である。また、客観的な科学デー

タを提示し、アカウンタビリティの高い意思決

定を支援していくことが重要である。 

3)情報戦略・教育 

⑤市民への広報・周知 

・様々なメディアを通じた市民への広報活動を展

開し、市民への周知、啓発を行っていくことが

課題である。 

⑥人づくり・人材育成 

・コミュニケーションを通じて、関係者の知識・

意識のレベルアップ、市民の気づきや問題意識

を醸成していくことが課題である。 

 

３．参加プロセスの面での改善ポイント 

前述の通り、交通バリアフリー基本構想策定フ

ローにおいては、市民・当事者の意見を反映させ

るために、委員会方式及びＷＳによる参加手法が

一般的となっている。前章での課題を踏まえると、

参加プロセスの面での改善ポイントとして４点ほ

ど挙げられる（表4.1）。 

 

表4.1 参加プロセスの面での改善ポイント 

ポイント 内 容 

1）準備組織の

立ち上げ 

計画・構想立案を進めるにあたっ

て、まず計画的に準備組織を立ち上

げて、計画策定フロー、関係者分析、

市民参加フレームの検討を行う。 

2）計画プロセ

スと市民参

加フレーム 

計画・構想立案段階においては、委

員会方式を柱として、ワークショッ

プ、広報等による市民コミュニケー

ションをフローの中に明確に位置

づける。そして、できれば第三者機

関により、計画の根拠となるデータ

分析や代替案等の判断に資する評

価の実施、さらには計画立案過程の

正当性チェック等を行うことが望

ましい。 

3）市民とのコ

ミュニケー

ション手法 

コミュニケーションの手法として

は、現地点検調査、ワークショップ、

情報公開のための積極的な広報活

動、パブリック･コメント等、効果

的な参加を組み合わせて実践する。 

4）参加の継続 

 

計画案の決定後の事業計画、設計・

施工段階はもちろんのこと、維持管

理・運営段階においても、継続的な

市民参加を進めるために、受け皿と

なる組織をつくる。 

 

４．参加型計画プロセスのデザイン試案 

次に、これらの４つの改善ポイントを取り入れ

た参加型計画プロセスのデザイン案を図5.1のよ

うに提案する。 

以下、このプロセスに沿った参加型計画のマネ

ジメントのあり方について述べる。 

まず、準備組織の立ち上げに関しては、外部の

有識者や福祉の現場の専門家等のアドバイスを受

けながら、時間をかけて関係者（ステークホルダ

ー）分析を行い、適切な参加者の選定を行ってお

くことが肝要である。また、住民等からの交通バ

リアフリーに関する提案があった場合においても、

的確な判断を行ったうえで、用意周到に準備組織

の立ち上げからスタートし、ステップを踏んだ着

実な計画プロセスの推進に努めることが大切であ

る。 



次に、計画・構想立案段階においては、第三者

機関を設けて、データ分析・評価・チェックを実

施できれば理想的である。第三者機関が設置でき

ない場合でも、委員会運営の中で、できる限り客

観的かつ科学的データに裏付けられた分析や評価

結果にもとづいた計画・構想の立案ステップを進

めることが肝要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、既往調査 7)でも明らかなように、計画・

構想立案段階における市民とのコミュニケーショ

ンにおいて、現在交通バリアフリーで行われてい

るＷＳでは問題点の発見や課題抽出が主な内容と

なっており、基本構想作成にかかわる事項を当事

者の立場から検討する段階にまで至っているケー

スは少ない。したがって、市民・当事者がより主 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支援

　●計画策定フローの検討
　●関係者分析
　●市民参加フレームの構築

住民提案

分析

評価

チェック

現況と問題点の把握

基本方針の検討

重点整備地区，
特定経路の設定

整備方針の検討

基本構想（案）の策定

技術評価 委員会 市民コミュニケーション

準備組織

現地
点検
調査

アン
ケート

ＷＳ 広報

広報ＷＳ

ＷＳ 広報

パブ
リック・
コメント

ＷＳ

提　言

首長意思決定
議会承認

継 続

学識経験者

コンサルタント

庁内担当窓口設置
（責任体制構築）

市民団体
ＮＰＯ

ＰＤＣＡサイクル

支援 警察（公安
委員会）

交通
事業
者

民間　・・・

準
備

計
画
立
案

維
持
管
理
・
運
営

外部の有識者
現場の専門家

道路
管理
者

決
定

※第三者評価

図5.1 参加型計画プロセスのパースペクティブデザイン案 



体となった「パートナーシップ」のレベルを目指

したＷＳの企画・運営を行っていくことが重要で

ある。また、市民・利用者の幅広いニーズを把握

するためのアンケート等の実施や、広報活動につ

いてはメディア・ミックスによる情報戦略の展開

が有効である。一方的な情報提供やアンケートに

よる「形だけの応答」にとどまらず、様々な参加

手法を組み合わせると共に、「意味ある応答」8)

のレベルを目指したコミュニケーション手法の活

用が望まれる。 

参加の継続については、行政の担当者には異動

が付き物あり、残念ながら永続的な改善に向けた

ＰＤＣＡサイクルによるスパイラルアップを実施

する主体としては不向きであろう。行政が内部に

担当窓口を設置し、事業者との責任ある連絡体制

を構築することは最低限必要であるが、やはり長

期的に課題に取り組める市民・ＮＰＯが主体とな

った継続の方向性が現実的であると考えられる。 

 

５．バリアフリー新法への対応 

2006年にはバリアフリー新法が施行された。バ

リアフリー新法の特徴として、対象者の拡大（知

的・精神発達障害等を含む）、対象施設の拡充（建

築物、道路、路外駐車場、都市公園、福祉タクシ

ーを追加）、対象エリアの拡充（旅客施設を含ま

ない地域も該当）、当事者参加の協議会制度の法

定化、住民等からの提案制度の創設、ソフト施策

の拡充（施策のスパイラルアップ、心のバリアフ

リー）が挙げられる。 

このように市民・当事者参加の面でも旧法から

進化した部分は大きく、今後、新法下での実践事

例における知見を蓄積し、情報の共有化を図って

行くことが重要である。また、参加型計画プロセ

スの面では、本稿で提案した参加型計画プロセス

のデザイン案を実際に試行し、改良を図っていく

ことが課題である。 
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